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貸 借 対 照 表

（平成１７年３月３１日現在）
（単位：千円）

負 債 及 び 資 本 の 部資　 産　 の　 部
金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目
7 ,271 ,372
２,４６４,４０９
２,７２３,６７８
５００,０００
４０８,０００
２５０,０００
３８,８８７
５８６,７５２
４４,０４９
９２,７７８
１８,８３１
１４３,９８４

14 ,215 ,909
２,０００,０００
８,０６９,０００
３,８６９,１９２
２７７,７１７

21 ,487 ,282

4 ,053 ,053

2 ,199 ,185
２,１９９,１８５

12 ,711 ,445
８１２,２８４

１０,１８７,６３５
１８７,６３５

１０,０００,０００
１,７１１,５２５

899 ,887

△　 7,084

19 ,856 ,487

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

資 本 金　

資 本 剰 余 金　 　
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

株式等評価差額金　　

自 己 株 式　 　

資 本 合 計

18 ,571 ,536
６,２２６,６３４
１,５７０,３３７
６,３９０,１７１
５０,０４３
４５,３６３

１,６９２,３６１
１,２５３,８９７
１,１３５,１０４
１５,７９３
１０,２１５
１８２,４２４
△　８１０

22 ,772 ,232
7 ,547 ,981
３,０５６,２１４
１９２,６２８
９３０,７６１
２８,１１０
４８２,４６０

２,８３９,８３４
１７,９７１
41 ,446
３３,０９４
８,３５２

15 ,182 ,804
６,１３４,０７７
５,６２９,７７０
１,３４８,０００

４２５
１,８８５,５４７
４４,５５２
２１３,８２８

△　７３,３９７

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
 有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

 無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権

 投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
長期繰延税金資産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

41 ,343 ,769　負債及び資本合計　41 ,343 ,769　 資 産 合 計　
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　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。

２．子会社に対する短期金銭債権 １,７５５,７０６千円
子会社に対する長期金銭債権 １,３４８,０００千円
子会社に対する短期金銭債務 ９７０,２１２千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 ２２,５１０,０４５千円

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか，生産設備，事務用機器，通
信機器等の一部についてリース契約により使用している。

５．担保に供している資産
有形固定資産 ３,４４６,６６５千円

６．自己株式数 ４６,０７２株　

７．保証債務 ７７３,２２１千円

８．商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額
 ８９９,８８７千円
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損 益 計 算 書

 （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）（単位：千円） 

　（注）　１．記載金額は，千円未満を切り捨てて表示している。
２．子会社との取引高 売上高 １,８９３,２２８千円
 仕入高 ３,２４８,３６２千円
 営業取引以外の取引高 １,１４９,９６１千円
３．１株当たりの当期純利益 ８円４４銭

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

19 ,224 ,444

19 ,129 ,658
１９,２２４,４４４

１６,３８８,７１７
２,７４０,９４１

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

94,785営 　業 　利 　益
399,946

223 ,186

１７９,９１９
１１７,４７０
１０２,５５５

１４４,４０４
１１,０７９
６７,７０３

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
固 定 資 産 賃 貸 料
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
社 債 利 息
そ の 他

営
業
外
損
益
の
部

271,545経   常   利 　益
108,650

71 ,721

１,８８９
６４,４３６
４１,５２９
７９４

４１,２７５
２１,０００
９,４４５

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
厚 生 年 金 基 金 清 算 金
そ の 他

特 別 損 失
固定資産除却・売却損
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損
そ の 他

特

別

損

益

の

部

308,474税 引 前 当 期 純 利 益
12 ,251法 人 税 ， 住 民 税 及 び 事 業 税

△　 134,806法 人 税 等 調 整 額
　431,029当 期 純 利 益
1 ,340 ,761前 期 繰 越 利 益
60 ,265中 間 配 当 額

1 ,711 ,525当 期 未 処 分 利 益
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〈重要な会計方針〉
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）　満期保有目的の債券
（２）　子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式
（３）　そ の 他 有 価 証 券

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）　製品・仕掛品
（２）　商品・原材料・貯蔵品
３．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産

　　建物（建物附属設備を除く）
　　その他

（２）　無形固定資産
（３）　少額減価償却資産

（４）　長期前払費用 
４．引当金の計上の方法
（１）　貸倒引当金　　　　　　　　　　　

債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額
を計上している。

（２）　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務に基づき，計上し
ている。
過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３
年）による按分額を費用処理している。
数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしている。

（ ）

償却原価法（定額法）

移動平均法による原価法

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法
　　評価差額：全部資本直入法
　　売却原価：移 動 平 均 法
時価のないもの
　移動平均法による原価法

個別法による原価法
移動平均法による原価法

定額法
定率法
定額法
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産
については，事業年度毎に一括して３年
間で均等償却する方法によっている。
均等償却
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（３）　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％を
計上している。
なお，役員退職慰労引当金は，商法施行規則第４３条に規定する引当金でありま

す。
５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
る。
６．重要なヘッジ会計の方法
金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしているた
め，特例処理を採用している。
７．消費税等の処理方法
税抜方式

〈会計方針の変更〉
固定資産の減損に係る会計基準
「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号）が平成１６年３月３１日に終了する事業年度から適用で
きることとなったことに伴い，当期より同会計基準及び同適用指針を適用している。
なお，この変更に伴う損益に与える影響はありません。

（追加情報）
当期より，外形標準課税制度が導入されたことに伴い，「法人事業税における外形
標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（実務対応報告第１２
号）に従い，法人事業税の付加価値割及び資本割については，販売費及び一般管理費
に計上している。
この結果，販売費及び一般管理費が３１,６９７千円増加し，営業利益，経常利益，税引

前当期純利益が同額減少している。


